
加入電話等の新設料金（税込）

契約料、施設設置負担金の推移（税抜）

880

39,600

880

不要

880

不要

880

39,600

契約料

施設設置負担金

INSネット64 INSネット64・ライト

（，52年当時） 加入料

(，84年4月)　加入料

(，85年4月)　契約料

（現　　　在）

300円

800円

800円

加　入　電　話
単　独　電　話

加入電話 加入電話・
ライトプラン

契約料 施設設置負担金 （電信電話債券）

ISDN

（単位：円）

（注：大阪、単独電話の場合）

※臨時電話の場合を除きます。
※上記のほか、工事内容によっては工事費が必要となる場合があります。

(，52年当時)

(，60年4月)  設備料

(，68年5月)  　〃

(，71年6月)  　〃

(，76年11月)    〃

(，85年4月)
工事負担金*

（，89年4月）
施設設置負担金に
名称変更

（’05年3月）
施設設置負担金

4,000円
30,000円
34,000円

10,000円

30,000円

50,000円

80,000円

72,000円

36,000円

(，52年当時)

(，53年1月)

(，60年4月)

(，83年3月)

なし

60,000円

150,000円

廃止

 装置料
 負担料
 計

＊80，000円に含まれていた宅内工
事費8，000円を差し引いたもの
です。
従って、宅内（配線・機器）の工事
を行う場合には、実質負担額に
変化はありません。

電信電話設備の拡充のための
暫定措置に関する法律（拡充法）
（注）償還期間満了後に資金を

償還する性格のものです。

●大阪（06エリア）の住宅用（ダイヤル回線用）のお客様の例（税込）

回線部分
回線使用料
1,870円

〈加入電話・ライトプランの場合：2,145円〉

基本料金

新設時の費用

端末設備部分
屋内配線使用料

66円
機器使用料
198円

屋内配線・電話機等を買い取り方式で
ご利用される場合の基本料金：1,870円
〈加入電話・ライトプランの場合：2,145円〉

電話機等を買い取り方式で
ご利用される場合の基本料金：1,936円
〈加入電話・ライトプランの場合：2,211円

端末設備部分のすべてをレンタルでご利用される場合の基本料金：2,134円
〈加入電話・ライトプランの場合：2,409円〉

契約料
880円

NTT西日本

電話機等の工事費
（工事の内容により異なります）

施設設置
負担金
39,600円

+ +

契約料
880円

電話機等の工事費
（工事の内容により異なります）

工事費
2,200円+ +

電柱
保安器 屋内配線

ローゼット 電話機等

（ダイヤル式
黒電話の場合）

〈加入電話・
ライトプラ
ンの場合〉

※ダイヤル回線用からプッシュ回線用、プッシュ回線用からダイヤル回線用へ切り替える場合、別
途工事費2,200円（税込）が必要です。

※上記基本料金に加え、2023年1月ご利用料分から2023年12月ご利用料
分までは、1番号ごとにユニバーサルサービス料2.2円（税込）/月が必要と
なります。加えて、2023年4月ご利用料分から2024年1月ご利用料分まで
は、電話リレーサービス料1.1円（税込）/月が必要となります。

2,915

2,035

（単位：円）

回線使用料（基本料）（税込）

（参考）ＩＮＳネット６４

3級局 2級局 1級局 3級局 2級局 1級局

プッシュ回線用

ダイヤル回線用

プッシュ回線用

ダイヤル回線用

区分

加　入　電　話 加入電話・ライトプラン

（単位：円）

INSﾈｯﾄ64

3,883

3,058

INSﾈｯﾄ64・ﾗｲﾄ

4,158

3,333

事務用

住宅用

単
独
電
話

事
務
用

住
宅
用

2,750

2,750

1,870

1,870

2,585

1,705

2,530

1,595

3,025

3,025

2,145

2,145

2,860

1,980

2,805

1,870

2,640

1,760

加入電話の設備構成と料金の範囲

加入者交換機

保安器

電柱

電柱 MDF

加入者ポート

中継交換機

県
間
設
備
等
へ

基本料金
（施設設置負担金を含む）

・加入者線路設備に係る費用
・加入者交換機等の加入者対応設備に係る費用（加入者ポート等のNTSコスト＊）
・通話の多寡に係らない営業窓口、 料金関係費用等

＊NTSコスト：Non-Traffic Sensitive Costの略。交換機等の費用のうち、通信量に依存しない費用（回線数の増減に依存する費用）です。従来は接続料金（通話料金）で回収していましたが、2005年度
以降、段階的に接続料費用から基本料費用に付け替えています。なお、このコストの内、き線点RT（メタルケーブルに収容する電話等の通信を加入者交換機まで光ファイバーで伝送するた
めの多重化装置）から加入者交換機間の伝送路の一部費用については、2008年度より基本料費用から段階的に接続料費用に付け替えています。（2011年度以降は全額付け替え）

通話料金

・交換網設備に係る費用
・通話に関連するトラヒック管理費用等
  （NTSコスト＊は除く）

71


